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1．研究の目的
　我が国においては，地域コミュニティ活性化が
目下取り組むべき政策分野となり，各自治体で試
行錯誤がなされている．そのなかで，かつて宮崎
市では「地域コミュニティ税」という，地域コミ
ュニティ活性化のための斬新な試みがなされてい
た．しかし，この制度は僅か 2年足らずというす
こぶる短い期間で，政策評価も政策波及もなされ
ることなく廃止された．本制度に関する記録につ
いても僅かな文献・資料が残るのみで，本制度の
事績についての振り返りは今なお不十分である．
　また，地域コミュニティ税廃止は，2010年宮崎
市長選挙に当選した市長の選挙公約が履行された
ために廃止されたというのが，従来の説である．
しかし，選挙公約が反故にされる例は枚挙に暇が
なく，それのみでは地域コミュニティ税が廃止に
至った理由の説明は不十分である．それゆえに，
地域コミュニティ税を廃止に至らしめた要因を，
政策過程論の一類型である政策終了論の視座から
分析することで，これまで見出されてこなかった
要因を含め，地域コミュニティ税を廃止に至らし
めた要因を導出したい．
　以上のように，宮崎市地域コミュニティ税制度
の事績を振り返るとともに，その廃止要因を政策
終了の視座から分析することが，本研究の目的で
ある．
2．研 究 概 要
　本研究では，以下の順で論述を進めた．
　まず，第Ⅰ章において，政策終了論における先
行研究の概括と，本研究の分析に用いた
Kirkpatrick・Lester・Peterson（1999）のモデルの
内容について詳述した．
　次に，第Ⅱ章においては，宮崎市地域コミュニ
ティ税に関連する他制度についての説明を行ない
つつ，分析対象である宮崎市地域コミュニティ税
制度の導入から廃止に至るまでの政策過程追跡を
行なった．
　続いて，第Ⅲ章では，政策終了分析モデルのな
かでも，政策終了に影響を及ぼす要因の分析に多
角的な視座を与えているKirkpatrick・Lester・
Peterson（1999）のモデルに，第Ⅱ章の政策過程
追跡の内容とそこで得られた事実や知見を当ては
めつつ，宮崎市地域コミュニティ税制度の廃止要
因分析を行なった．
　そして，第Ⅳ章において，宮崎市地域コミュニ
ティ税の事例分析より得られた知見および政策終
了論の進展に繋がる含意を提示した．
　以上から，以下の 3つの分析結果を得た．
　 1つ目は，地域コミュニティ税の廃止は，2010
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年宮崎市長選の結果や2011年の宮崎市議会議員選
挙が近付いていたことなど，政治的要因が主な要
因であったこと．
　 2つ目は，政治的要因が主な要因として作用す
るなかで，地域コミュニティ税制度が出来て間も
ない頃であったことをはじめとする，政策の『固
有の性質』や『制約』といった政治的要因以外の
要因も確かに作用したということ．
　 3 つ目は，2010年宮崎市長選が終わった後も，
地域コミュニティ税存続派は，政策の『固有の性
質』要因や『制約』要因をはじめとする多くの政
治的な資源を有していたものの，地域コミュニテ
ィ廃止派がそれらに打ち克ち，最後には市議会で
多数を得るに至ったがゆえに，地域コミュニティ
税は廃止に追い込まれたとのプロセスがあったと
いうこと．
　以上の 3つが宮崎市地域コミュニティ税廃止の
大きな理由として得られた．
　加えて，宮崎市地域コミュニティ税の分析から
得た示唆を基に，単一事例分析でありながらも，
敢えてKirkpatrick・Lester・Peterson（1999）モデ
ル修正の敲き台を示した．以上が，本研究におけ
る研究の成果である．
　ただ，本研究では，宮崎市地域コミュニティ税
制度の廃止要因に焦点を当てたため，制度の内容
自体についての評価・分析を掘り下げて考察する
には至らなかった．また，本研究の分析結果から
Kirkpatrick・Lester・Peterson（1999）モデルの修
正案を一応は示したものの，本研究は単一事例分
析であるがゆえに，それはまだモデル洗練の敲き
台に過ぎず，さらなる研究の蓄積が必要である．
以上の 2点を，残された課題としたい．
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